
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

総合計画
施策番号

人

％

回

②

③

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位

① 介護保険の要介護認定を受けていない高齢者 人

0

　社会参加を促し、運動や口腔機能向上プログラム等を実施す
ることにより、心身機能の維持・向上を図り、要介護状態への移
行を防ぐ。

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

　高齢になっても、心身の健康を維持しながら地域で安心して暮
らすことができる。

◆ 総事業費・指標等の推移

2025年度

2024 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常）

 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①

②

③

参加実人数

参加充足率（３月末時点）

教室開催回数

高齢者の健康・体力づくり強化

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

3-3-22023 年度実績　）

介護予防係

単位

事務事業名 機能訓練教室開催事業
所属
部門 高齢者支援課

町長公約

 1. 手段(事業の概要)

　高齢者が要介護状態にならず、心身機能の維持向上を図り、
健康で生きがいのもてる生活を送ることができるよう支援するこ
とを目的とし、運動による体力維持や口腔機能向上プログラム
等を実施。

◆ 事務事業の目的と効果

②

② 主観的健康観が維持・改善した人の割合

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

　加齢や疾病が原因で、体力の改善や意欲の向上が必要と認
められる65歳以上の町民（介護保険の要介護認定者を除く）。

③

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位

① 福祉サービスに満足している高齢者の割合 ％

％

③

 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位

①

事
業
費

円
円
円
円
円

その他(使用料等)
一般財源

4,090,027

事業費計

通室平均年数 年

4,203,147 4,891,226 8,454,443 8,611,000 8,611,000
2024年度2022年度2021年度単位内訳

国・道支出金
地方債

7,591,272 7,716,000

2023年度

0 0 0
7,716,000

7,670,860 9,195,634 16,510,241 16,595,000 16,595,000

3,467,654
59 214,381 268,000 268,000464,526

4,655

78.878.271.4

54
75.0

87

74.4 76.9

活動指標

対象指標

成果指標

上位成果指標

年
％

％

人
％
回
人

200
4,638 4,636 4,608 4,617

65
73.3 73.3 72.0 72.0

65

120 200 200

51 77

77.0 77.0

77.277.2

3.2
59.1

3.9 4.2 4.2 4.2

◆ 事務事業の現状と今後の取組

　2023年度から、目的や手段、内容等が重複している脳活性
化教室開催事業を、本事業に統合して実施している。
　通室者の平均年齢は上昇しているが、心身の状況等が低
下した場合でも介護保険サービスへの接続等、本人や家族
と相談しながら、途切れることなく支援に繋がる体制を整えて
実施している。
　長寿命化や高齢化が進む中、介護予防を目的とする教室
の必要性は、今後も高まると考えられる。2023年度は周知の
機会や手段を増やし、教室充足率は微増している。

　教室充足率の上昇に向けて、短時間クラスの増加等、ニー
ズに合わせた検討が必要である。また、幅広い周知を継続す
る。
　2024年度も参加者の状態を適宜評価し、身体状況に応じた
クラス分けと、個々の状況に合わせた目標設定を行い、より
効果的な教室とする。

 1. 事務事業の現状と課題  2. 今後の取組 (2024年度及び2025年度以降の方向性・課題の解決方法)

4,617

4.2
77.0

77.2

2026年度
8,611,000

0
7,716,000

268,000
16,595,000

68
75.0
200



事業費計 円 1,347,500 1,800,500 2,098,500

円 565,723 738,065 855,314

一般財源 円 126,816 340,718 394,390

介護予防係

2024 年度　（ 2023 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

3-3-2

町長公約 高齢者の健康・体力づくり強化

2022年度 2023年度 2024年度

事
業
費

事務事業名 高齢者支援活動推進事業
所属
部門 高齢者支援課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【概要】
　少子高齢化・人口減少を背景に、住民主体の支え合い活動（生活支援）や介護予防（高齢者の通いの場）を
推進することを目的に実施。住民主体の活動に対し、活動の開始や継続を支援するため活動実績に応じて報
償費を支給する。
　国交付金の交付要件として、通いの場の参加者数、通いの場への参加促進のためのアウトリーチ、参加者の
健康状態等の把握・分析が条件付けされている。

【現状：令和６年３月31日時点】
（１）生活支援を行う団体・・・１団体
（２）通いの場の団体・・・37団体（当該事業を機に活動開始した団体は９団体、うち１団体は解散。令和５年度開
　　　　　　　　　　　　　　　始団体は１。）
　　　　　　　　　　　　　　　団体は参加する高齢者の心配情報の提供や町の保健事業等の介入にも協力。
【課題】
　通いの場の箇所数や参加人数について不足はないと評価するが、活動場所の確保や移動手段の問題等で
活動の安定性に関する課題がある。

　今後、活動の安定性や公平性を保ちながら事業を継続するために、上記の課題等をふまえ報償費を含めた
支援のあり方を検討する。
　通いの場の各団体がより健康に活動を継続できるよう、活動の場への医療専門職（保健師等）の訪問による
保健事業の実施を継続する。また、退会者や長期欠席者への訪問等を通して、社会参加や介護予防が途切れ
ないような働きかけも継続する。

〔2024年度及び2025年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2025年度

国・道支出金

2026年度

807,000

839,000

654,961 721,717 848,796 807,000 807,000

円 0 0

円

その他(使用料等)

478,000

2,124,000

839,000

478,000

2,124,000

839,000

478,000

2,124,000

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

4,376

90.0
100

77.2

2026年度
270,000

258,000
7,000

535,000
16

100
168

◆ 事務事業の現状と今後の取組

　2023年度は、感染予防対策を講じ、定員16人で教室を実施
した。
　運動塾卒業生の会19団体は、週２回の活動を継続してお
り、年３回専門職がフォローアップ講習と保健事業を実施して
いる。トレーニングマシンの運動効果を発揮するための正し
い使用方法を伝え、適宜修正や助言をしている。保健事業に
ついては、専門職による健康講座を実施し、健康寿命の延伸
に関する情報提供や実践的な面においての健康教育を実施
した。

　2024年度も外出機会の減少が見込まれる冬期間（10～1
月）の開催とする。会場の規模から定員16人で継続し、前期
高齢者や男性にも参加してもらえるような周知を検討する。
　卒業生の会の団体に対し実施していたフォローアップ講習
では、マシンの正しい使用方法が定着したため、年２回の実
施とする。保健事業では、専門職が介入し健康講座等を実施
することにより、介護予防＝運動だけではないことを再認識し
てもらい、健康寿命の延伸につながる情報提供の場としてい
く。

 1. 事務事業の現状と課題  2. 今後の取組 (2024年度及び2025年度以降の方向性・課題の解決方法)

81.8 92.9 90.0 90.0
100 100

77.277.2

71.4
93.4

168
4,403 4,380 4,372 4,381

16
75.0 100 100 100

16

191 178 168

12 16
活動指標

対象指標

成果指標

上位成果指標

％
％

％

人
％
人
人 4,410

78.878.271.4

15
93.8
198

83.3 93.8

258,000

1,413,080 963,100 490,000 535,000 535,000

646,168
955 22,079 7,000 7,00012,749

2024年度2022年度2021年度単位内訳
国・道支出金

地方債
245,214 258,000

2023年度

％

③

 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位

①

事
業
費

円
円
円
円
円

その他(使用料等)
一般財源

437,282

事業費計

主観的健康感が維持・改善した人の割合 ％

765,957 503,739 232,037 270,000 270,000

③

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位

① 福祉サービスに満足している高齢者の割合 ％

事務事業名 高齢者体力増進教室開催事業
所属
部門 高齢者支援課

町長公約

 1. 手段(事業の概要)

高齢者の体力や筋力の向上を目指す介護予防プログラムを提
供している。機械を使った筋力トレーニングや体操を行い、実施
前後に体力測定で効果を判定する。運動習慣の定着を図るた
め、教室終了後は、自主組織として活動を継続することを条件と
している。

◆ 事務事業の目的と効果

②

② 運動習慣が確立した人の割合

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

　６５歳以上の介護保険の認定を受けていない町民で、教室終
了後に自主活動に参加する意思のある方。

　身体の健康維持に加え、心理面の改善（意欲・活力・健康感の
向上）を目指す。さらに、教室終了後の自主活動により、要介護
状態に移行しないよう介護予防の取組を進める。

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

　高齢になっても、心身の健康を維持しながら地域で安心して暮
らすことができる。

◆ 総事業費・指標等の推移

2025年度

2024 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常）

 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①

②

③

運動塾参加人数

参加充足率（開始時）

卒業生登録者実人数（4月1日時点）

高齢者の健康・体力づくり強化

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

3-3-22023 年度実績　）

介護予防係

単位

総合計画
施策番号

人

％

人

②

③

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位

① 介護保険の認定を受けていない高齢者 人



696,000

3,024,000

582,000

696,000

3,024,000

582,000

696,000

3,024,000

国・道支出金

2026年度

1,746,000

582,000

4,685,283 1,777,167 1,688,769 1,746,000 1,746,000

円

円

その他(使用料等)
事
業
費

事務事業名 生活支援体制整備事業(通いの場)
所属
部門 高齢者支援課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【事業の概要】
　平成28年７月から事業を開始。医療、介護等の公的サービスだけではなく、地域住民、ボランティア等の多様
な主体が、高齢者の支え手となる地域づくりと、高齢者自身の活動的な生活が継続できる環境づくりを進めるこ
とを目的に、生活支援コーディネーターを配置し、高齢者の社会参加（住民主体の通いの場）の運営支援や活
動ニーズのマッチングを推進する。
令和４年度より、生活支援体制整備事業を、「通いの場」(介護予防係)と「生活支援」(在宅支援係)とし、それぞ
れにコーディネーターを配置している。

【現状】
　まちづくりプラットホームめむろに委託し、以下の事業内容で実施している。
①通いの場の資源開発
②ネットワークの構築
③ニーズと取組のマッチング
④既存団体支援活動の運営支援
⑤協議体の支援と業務に関連する研修会への参加

【課題】
　通いの場への訪問から、「将来の移動手段」「活動場所の確保」「会員不足」等が課題として挙げられている。

　通いの場は充実してきており、既存の団体支援や社会活動を希望する方との活動の場のマッチングを中心に
事業を進めていく。
➀移動手段や活動場所の確保について関係機関と連携し解決方法を考える。
②サークルお試し会を年１回から年２回に増やす。
③団体訪問の継続（生活支援コーディネーター、医療専門職）。

〔2024年度及び2025年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2025年度

町長公約 高齢者の健康・体力づくりの強化

2022年度 2023年度 2024年度

介護予防係

2024 年度　（ 2023 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

3-3-2

円 1,545,005 577,500 550,550

一般財源 円 1,795,712 645,333 620,681

事業費計 円 8,026,000 3,000,000 2,860,000

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



事業費計 円 878,500 682,700 731,500

円 368,823 279,854 298,148

一般財源 円 82,676 129,190 137,477

介護予防係

2024 年度　（ 2023 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

3-3-2

町長公約 高齢者の健康・体力づくり強化

2022年度 2023年度 2024年度

事
業
費

事務事業名 介護予防ポイント推進事業
所属
部門 高齢者支援課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【概要】
　65歳以上の高齢者がボランティア活動を通じて地域貢献することを奨励及び支援し、高齢者自身の社会参加活動を通じ
た介護予防を目的としている。
研修会を受講し、介護予防ポイント推進事業の手帳の交付を受けた登録者が、町が指定した受け入れ機関でボランティア
活動をした場合に既定のポイントが付与され、翌年度にМポイント等に交換できる。

【現状】
　ボランティアの登録、管理、受入機関との調整業務等は、芽室町社会福祉協議会に委託し、実施している。
①コロナ禍以降ポイント数は減少していたが、活動場所も少しずつ増え、徐々にポイント付与数が増加している。
②受入機関の登録はあるが実績のないところも登録継続を希望している。
③介護予防活動評価ポイント転換交付金の活用先にMポイントを導入し、４ポイント以下の端数ポイントも失効することなく
交換できるようになった。交換希望者の選択肢も広がり、Ｍポイント希望者も増加している。
④ポイントの有効活用及びМカードの行政連携強化のため、令和７年度活動分より転換交付金の活用先をМポイントに一
本化する。

【課題】
➀ボランティア登録者数が年々減少傾向にある。
②Мポイント一本化に向けて周知が必要。

　コロナを機に活動を休止していた団体も今後受け入れる準備を整えている状況であり、活動場所の拡大が期
待できる。今後もボランティア活動を通じて高齢者の社会参加が推進できるよう、働きかけていく。
➀登録者数が減少しているため、社協でボランティアセンターに登録する方には、併せて介護予防ポイントも登
録してもらうよう案内をする。
②要綱改正により活動場所が広がったため、ボランティアの受け入れ先を拡大する。
③登録者には、今後Мポイントに一本化することの説明を行う。

〔2024年度及び2025年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2025年度

国・道支出金

2026年度

307,000

318,000

427,001 273,656 295,875 307,000 307,000

円

円

その他(使用料等)

181,000

806,000

318,000

181,000

806,000

318,000

181,000

806,000

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない



①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

 2. 今後の取組 (2024年度及び2025年度以降の方向性・課題の解決方法)

5,492

2026年度
9,000

0
209,000

7,000
225,000

1,101
50
55

5,477

19.9

55

209,000

2024年度

0

55 55

77.2

1,098

100.0 100.0

　保健事業と介護予防の一体的実施について、①個別的支援として、健康
状態不明者や通いの場の活動をやめた方等への訪問を通し、多くの方が生
活の困りごとなく過ごしていること、必要時に相談できる人がいることを確認
できている。フレイル進行のおそれがある人、親族等の支援者が確認できな
い人等に対しては、継続支援をしている。また、2023年度から、健診結果で
血糖や血圧の数値が受診勧奨判定値以上の方に対し、重症化予防のため
の相談や指導を実施しており、行動変容に繋がっている。②通いの場への
積極的関与の取り組みとして、2021年度から通いの場での保健事業を実施
しており、健康講座の実施件数、延人数は増加している。
　あたまの健康チェックを従来の電話式から、2021年度に対面式へ変更し、
結果に応じて医療機関の紹介や介護予防教室等の紹介等、必要な継続支
援につなげているが、受検者数は減少している。

　介護保険料や医療費の増大が危惧される中、高齢者自身が介護予防を
意識した生活が送ることができるよう、健康教育や健康相談を行い、理解し
やすく、かつ正確な情報提供を行う。
　保健事業と介護予防の一体的実施における、重症化予防のための相談
や指導について、血糖や血圧の未治療者を対象としていたが、治療中の方
でもコントロール不良な場合もあるため、治療中の方も対象者に含み、新た
に実施する。
　あたまの健康チェックは、2024年度から、体力測定会で実施している認知
機能テスト（一次スクリーニング用検査アプリCADi2）を活用し、あたまの元
気度チェックと名称を変更して実施。広報誌やホームページ、ＬＩＮＥ配信、出
前健康講座、団体訪問等で、周知に努めていく。
※2024年度以降、歯科健康教育の教材補充として、教材費を在庫状況に応
じて計上。
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◆ 事務事業の現状と今後の取組

 1. 事務事業の現状と課題
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 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位

①

事
業
費

円
円
円
円
円

その他(使用料等)
一般財源

309,234

事業費計

高齢者の健康講座受講割合 ％

359,416 150,821 1,539,791 9,000 9,000

％

③

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位

① 福祉サービスに満足している高齢者の割合 ％

事務事業名 介護予防教育相談事業
所属
部門 高齢者支援課

町長公約

 1. 手段(事業の概要)
①健康講座・健康相談…高齢者の健康維持・増進等を目的に、老人ク
ラブや町内会等の団体を中心に依頼に応じて実施。
②あたまの元気度チェック…平成29年度から実施。一次スクリーニング
用検査アプリ（CADi2）を活用し、微細な認知機能低下を早期に発見し、
認知症予防の対策を講じるための動機付けとする。
③健康状態不明者や通いの場の活動をやめた方等への訪問、電話連
絡を実施。

◆ 事務事業の目的と効果

② やりがいのある趣味や運動、仕事に取り組んでいる高齢者の割合

② あたまの元気度チェック実施割合

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

①65歳以上の町民が所属する団体
②40歳以上の町民（認知症の診断もしくは治療を受けている方は除く）

③健診・医療の実績がない方や、住民主体の通いの場の活動をやめた
方等

①健康に関する知識を得ることができる。
②自身の認知機能の状態について知ることができる。
③健康状態や生活状況を把握し、必要に応じて健診、医療や介
護予防事業につなげる。

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

自身の健康に関心をもち、介護予防に取り組むことができる。

② 65歳以上高齢者数

◆ 総事業費・指標等の推移

2025年度

2024 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常）

 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①

②

③

健康講座実施延人数

健康相談実施延人数

あたまの元気度チェック実施人数

高齢者の健康・体力づくり強化

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

3-3-22023 年度実績　）

介護予防係

単位

総合計画
施策番号

人

人

人

人

③ あたまの元気度チェック申込者数 人

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位

① 老人クラブ活動団体数 団体
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◆ 事務事業の現状と今後の取組

　住民主体通いの場等の参加者（平均年齢75歳）に介護予
防の必要性がみられるが、町の介護予防教室（平均年齢85
歳)への参加を促しても、年齢層の違いから参加につながっ
ていない。
　重点年齢を75～80歳とし、身近な場所で「気軽に通える介
護予防教室」を導入することで、地域の通いの場⇒気軽に通
える介護予防教室⇒送迎付きの介護予防教室へと心身の状
況が変化しても途切れることなく支援する体制を整える必要
がある。

　2024年度も体力測定会・結果説明会を実施し、自身の身体
状況や認知機能を把握することで運動意欲の向上を図り、介
護予防が必要な方や、これまで運動したいけどできなかった
方等が気軽に通える介護予防教室を開催する。
　2023年度に養成したゆる元体操指導者に対し、地域での活
躍の場やボランティア（教室運営）等の活躍を促す。
　まる元運動教室を２年間経過した85歳以上の方には、送迎
付き介護予防教室への移行を促し、健康寿命の延伸と同時
に新規の介護保険申請を先延ばしを目指す。

 1. 事務事業の現状と課題  2. 今後の取組 (2024年度及び2025年度以降の方向性・課題の解決方法)
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2024年度2022年度2021年度単位内訳
国・道支出金

地方債
1,738,204 2,022,000

2023年度

人

③ 参加者平均年齢（開始時） 歳

 7. 成果指標(意図の達成度を表す指標) 単位

①

事
業
費

円
円
円
円
円

その他(使用料等)
一般財源

1,647,240

事業費計

教室参加実人数 人

329,600 1,205,614 1,219,617 1,667,000 1,667,000

③

 8. 上位成果指標(結果の達成度を表す指標) 単位

① 福祉サービスに満足している高齢者の割合 ％

事務事業名 介護予防教室開催事業
所属
部門 高齢者支援課

町長公約

 1. 手段(事業の概要)

　気軽に通える介護予防教室と体力測定会（認知機能テスト含
む）を実施し、自身の身体状況や認知機能を把握することで、運
動や介護予防への意欲向上につなげる。

◆ 事務事業の目的と効果

②

② 体力測定会参加人数

 2. 対象(何を対象にしているか)

 3. 意図(この事業によって、対象をどのようにしたいか)

　６５歳以上の町民で、医師から運動を禁止されていない方。
（送迎付き介護予防教室参加者、体力増進教室参加者、介護保
険の要介護認定者を除く）

　事業の参加者が自身の身体機能の状況を知ることで、運動機
能の低下や関節疾患により、要介護状態となることを予防する
ための行動につなげてもらう。

 4. 結果(意図のとおりになった場合、どんな結果に結びつくか)

介護保険の認定を受ける必要がなく、健康寿命の延伸が図られ
る。

◆ 総事業費・指標等の推移

2025年度

2024 年度　（ 事務事業マネジメントシート（通常）

 5. 活動指標(手段や活動内容を表す指標)

①

②

③

体力測定会開催数

教室開催回数（３クラス合計）

参加充足率（３月末時点）

高齢者の健康・体力づくりの強化

※各項目を評価するのにふさわしい指標を1つ以上設定

　 (必ずしも3つの指標を設定する必要はありません)

3-3-22023 年度実績　）

介護予防係

単位

総合計画
施策番号

日

回

％

②

③

 6. 対象指標(対象の大きさを表す指標) 単位

① 介護保険の要介護認定を受けていない高齢者 人
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円
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事務事業名 介護予防施設維持管理事業
所属
部門 高齢者支援課

〔事業の概要・現状・課題〕

簡易シートを
選択した理由

【概要】
　ＪＡめむろが建設した「めむろ高齢者介護複合施設」１階部分を、平成22年１月から町の介護予防事業の拠点
として使用開始している。また、町が建設した「体力増進施設ひまわりⅡ」を、平成26年４月から使用開始してい
る。

【現状】
　管理・清掃はみつ葉会に委託、実施している。

【課題】
①「体力増進施設ひまわりⅡ」は運動塾卒業生の団体が増加していく中で施設を有効利用するために、既存グ
ループの調整が必要。
②各施設を適正に管理するため、修繕及び備品更新計画を作成し、施設利用に支障のないよう対応する。

①「体力増進施設ひまわりⅡ」は、施設を有効利用するために、既存グループ同士の合併、新規グループの受
入れ等、今後も調整を行っていく。
②快適な施設利用に向けて、受付、清掃業務等施設管理を行い、利用者にとって安全で快適な介護予防の場
を提供する。
③備品更新計画に沿って、令和６年度は「めむろ高齢者介護複合施設」で使用している冷蔵庫と、「体力増進施
設ひまわりⅡ」の消火器を更新する。令和７年度は耐用年数を踏まえ、炊飯ジャーの更新を予定する。

〔2024年度及び2025年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2021年度

地方債

2025年度

町長公約 高齢者の健康・体力づくり強化

2022年度 2023年度 2024年度

介護予防係

2024 年度　（ 2023 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

3-3-2

円 2,071,679 2,267,737 2,322,022

一般財源 円 447,826 1,012,742 1,028,088

事業費計 円 4,832,389 5,425,705 5,562,740

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業 成果の説明に反映しない


